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その他

地震など災害対応

障害のある従業員対応

高齢の従業員対応

従業員の家庭生活を両立

遠隔地雇用

優秀な人材確保

オフィスコスト削減

人件費削減

移動時間の短縮・効率化

従業員の健康的生活確保

従業員の自己管理能力向上

創造的業務の効率・生産性向上

定型的業務の効率・生産性向上

終日在宅（N=56）

部分在宅（N=49）

モバイル（N=154）

17.4%
54.4%

15.2%
10.0%

4.4%
9.3%

3.6%
5.4%
5.5%

7.9%
16.5%

0.8%
0.6%

10.6%
18.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

通勤による負担が少ない

仕事の生産性・効率性が向上する

ストレスが減り心のゆとりが持てる

家族とコミュニケーションがとれる

趣味や自己啓発などの時間が持てる

時間管理に対する意識が高まる

個性が活かされ個人の自律性が高まる

居住場所の選択肢が広がる

育児・介護の時間が増える

家事の時間が増える

顧客サービスが向上する

地域社会活動等の時間が持てる

給与が上がる

その他

メリットは特にない

（N=949)

雇用型テレワークのメリット

実施のメリット(従業員調査)

【平成27年 JILPT 情報通信機器を利用した多様な働き方の実態に関する調査より】

ネスレ日本株式会社

全社員を対象にテレワークを実施し
2010年度からの５年間で、社全体
で、

①事業生産性の向上（＋26%）
②残業時間の削減（-5%）
③旅費/交通費の削減（-20％）
④ペーパーレスによるコスト
カット（-49%）

⑤女性離職率の減少（-40％）

など、定量的な効果を得ている。

日本マイクロソフト株式会社

シスコシステムズ合同会社

2016年1月より、原則全社員が利用事由や利用頻度の制限なく自宅等社
外での勤務を可能とする新制度を導入し生産性向上を実現。2013年を
100とした時の社員1人当たりの売上高は15％増/時間外労働は40％減。

2001年よりテレワークを実施、2014年に実施した社内調査の結果、テ
レワークの導入による生産性向上効果約10億円を得たとしている。ま
た、社員一人当たりの所定外労働時間が半減（年間518時間から266時
間）した。本社をアメリカに置く外資系企業ということもあり、テレビ
会議だけで出張費の削減等も得たとしている。

サイボウズ株式会社
働く人がそれぞれライフスタイルに合わせて働き方を選択できるよ
う、ワークスタイル変革を実施、その一環としてテレワークを導入。
その結果平成17年時点で28％あった離職率が、平成27年には4％まで
下がった。

実施の効果(企業調査)

アンケート調査 企業ヒアリング
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